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Ⅰ．就労継続支援Ａ型における経営改善の状況
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就労継続支援Ａ型における経営改善計画書の提出状況（平成31年3月末時点）

全国の就労継続支援Ａ型のうち、経営改善計画書を提出する必要のある事業所の状況等を調査。

指定権者
指定事業
所数

実態把握
済み

事業所数

経営改善計画書の提出状況

必要なし
（生産活動収支≧利用者賃

金）

必要あり
（生産活動収支＜
利用者賃金） 提出済 提出率

①
都道府県
（47）

2,149
（2,209）

1,750
（1,784）

610
（530）

34.9％
（29.7%）

1,140
（1,254）

65.1％
（70.3%）

1,070
（986）

93.9％
（78.6%）

②
指定都市
（20）

948
（912）

753
（618）

216
（158）

28.7％
（25.6%）

537
（460）

71.3％
（74.4%）

394
（412）

73.4％
（89.6%）

③
中 核 市
（48）

780
（710）

659
（634）

243
（191）

36.9％
（30.1%）

416
（443）

63.1％
（69.9%）

389
（371）

93.5％
（83.7%）

合 計
3,877
（3,831）

3,162
（3,036）

1,069
（879）

33.8％
（29.0%）

2,093
（2,157）

66.2％
（71.0%）

1,853
（1,769）

88.5％
（82.0%）

○ 都道府県等により実態把握を行った3,162事業所のうち、経営改善計画書の提出が必要ない事業所は1,069（33.8％）、
必要がある事業所は2,093（66.2％）

○ 経営改善計画書を提出する必要がある事業所2,093のうち、提出済み事業所は1,853（88.5％）
○ 経営改善計画書の提出の必要がある事業所2,093のうち、営利法人の設立５年未満の事業所が約４割（41.4％）。

調査結果

調査概要

【経営改善計画書の提出状況（平成31年3月31日時点調査）】

※ 指定事業所数には、実態把握済み事業所数、実態把握中の事業所数、新規指定から6月未満の事
業所数及び休止中の事業所数を含む。

※ （ ）内に昨年度の状況（平成29年度12月末時点）を記載。

【経営改善計画書の提出が必要な事業所の内訳】

５年以上 ５年未満 合計

法
人
種
別

社会福祉法人

161
（160）

52
（89）

213
（249）

7.7％
（7.4%）

2.5％
（4.1%）

10.2％
（11.5%）

営利法人

499
（252）

867
（1,073）

1,366
（1,325）

23.8％
（11.7%）

41.4％
（49.7%）

65.3％
（61.4%）

非営利法人
（NPO）

178
（134）

108
（192）

286
（326）

8.5％
（6.2%）

5.2％
（8.9%）

13.7％
（15.1%）

その他

82
（33）

146
（224）

228
（257）

3.9％
（1.5%）

7.0％
（10.4%）

10.9％
（11.9%）

計

920
（579）

1,173
（1,578）

2,093
（2,157）

44.0％
（26.8%）

56.0％
（73.2%）

100.0％

（令和元年12月16日現在）
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【①都道府県別】就労継続支援Ａ型における経営改善計画書の提出状況（平成31年3月末時点）

（令和元年12月16日現在）

注）指定都市及び中核市が指定権者である事業所は含まない。

提出済 提出率 提出済 提出率

北海道 112 102 33 32.4% 69 67.6% 60 87.0% 滋賀県 22 17 10 58.8% 7 41.2% 6 85.7%

青森県 48 16 6 37.5% 10 62.5% 9 90.0% 京都府 30 30 23 76.7% 7 23.3% 6 85.7%

岩手県 28 24 11 45.8% 13 54.2% 12 92.3% 大阪府 92 63 13 20.6% 50 79.4% 46 92.0%

宮城県 32 26 8 30.8% 18 69.2% 18 100.0% 兵庫県 51 35 15 42.9% 20 57.1% 19 95.0%

秋田県 15 13 3 23.1% 10 76.9% 10 100.0% 奈良県 29 13 6 46.2% 7 53.8% 7 100.0%

山形県 26 25 6 24.0% 19 76.0% 0 － 和歌山県 30 30 7 23.3% 23 76.7% 18 78.3%

福島県 11 7 2 28.6% 5 71.4% 5 100.0% 鳥取県 19 13 8 61.5% 5 38.5% 5 100.0%

茨城県 78 35 3 8.6% 32 91.4% 32 100.0% 島根県 21 18 11 61.1% 7 38.9% 7 100.0%

栃木県 30 29 4 13.8% 25 86.2% 25 100.0% 岡山県 49 48 16 33.3% 32 66.7% 32 100.0%

群馬県 20 16 8 50.0% 8 50.0% 7 87.5% 広島県 24 20 8 40.0% 12 60.0% 12 100.0%

埼玉県 42 41 4 9.8% 37 90.2% 35 94.6% 山口県 32 30 12 40.0% 18 60.0% 17 94.4%

千葉県 56 49 15 30.6% 34 69.4% 34 100.0% 徳島県 28 26 10 38.5% 16 61.5% 16 100.0%

東京都 94 90 38 42.2% 52 57.8% 52 100.0% 香川県 12 10 8 80.0% 2 20.0% 2 100.0%

神奈川県 28 26 7 26.9% 19 73.1% 17 89.5% 愛媛県 35 32 9 28.1% 23 71.9% 23 100.0%

新潟県 23 21 7 33.3% 14 66.7% 13 92.9% 高知県 11 11 7 63.6% 4 36.4% 4 100.0%

富山県 30 28 2 7.1% 26 92.9% 26 100.0% 福岡県 129 68 28 41.2% 40 58.8% 40 100.0%

石川県 33 32 11 34.4% 21 65.6% 21 100.0% 佐賀県 43 38 15 39.5% 23 60.5% 23 100.0%

福井県 68 67 18 26.9% 49 73.1% 49 100.0% 長崎県 40 9 9 100.0% 0 － 0 －

山梨県 24 18 5 27.8% 13 72.2% 13 100.0% 熊本県 118 113 33 29.2% 80 70.8% 80 100.0%

長野県 34 34 22 64.7% 12 35.3% 12 100.0% 大分県 34 33 21 63.6% 12 36.4% 12 100.0%

岐阜県 84 82 38 46.3% 44 53.7% 40 90.9% 宮崎県 23 22 12 54.5% 10 45.5% 10 100.0%

静岡県 49 44 16 36.4% 28 63.6% 25 89.3% 鹿児島県 32 13 12 92.3% 1 7.7% 1 100.0%

愛知県 110 79 17 21.5% 62 78.5% 59 95.2% 沖縄県 95 81 15 18.5% 66 81.5% 55 83.3%

三重県 75 73 18 24.7% 55 75.3% 55 100.0% 計 2,149 1,750 610 34.9% 1,140 65.1% 1,070 93.9%

必要あり（生産活動収
支＜利用者賃金）

指定権者 指定権者
指定事業所

数
実態把握済み

事業所数

経営改善計画書の提出状況経営改善計画書の提出状況

指定事業所
数

実態把握済み
事業所数 必要なし （生産活動収

支≧利用者賃金）
必要あり（生産活動収

支＜利用者賃金）
必要なし （生産活動収

支≧利用者賃金）
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【②指定都市別】就労継続支援Ａ型における経営改善計画書の提出状況（平成31年3月末時点）

（令和元年12月16日現在）

提出済 提出率

札幌市 119 76 10 13.2% 66 86.8% 38 57.6%

仙台市 20 8 5 62.5% 3 37.5% 0 －

さいたま市 22 22 6 27.3% 16 72.7% 13 81.3%

千葉市 15 14 5 35.7% 9 64.3% 9 100.0%

横浜市 35 23 7 30.4% 16 69.6% 1 6.3%

川崎市 12 11 0 － 11 100.0% 11 100.0%

相模原市 9 8 0 － 8 100.0% 0 －

新潟市 17 14 4 28.6% 10 71.4% 10 100.0%

静岡市 26 5 0 － 5 100.0% 5 100.0%

浜松市 28 25 11 44.0% 14 56.0% 14 100.0%

名古屋市 101 90 22 24.4% 68 75.6% 68 100.0%

京都市 43 42 16 38.1% 26 61.9% 26 100.0%

大阪市 170 118 20 16.9% 98 83.1% 19 19.4%

堺市 18 17 6 35.3% 11 64.7% 11 100.0%

神戸市 45 37 16 43.2% 21 56.8% 21 100.0%

岡山市 66 64 10 15.6% 54 84.4% 54 100.0%

広島市 37 33 9 27.3% 24 72.7% 24 100.0%

北九州市 43 42 17 40.5% 25 59.5% 25 100.0%

福岡市 68 59 36 61.0% 23 39.0% 23 100.0%

熊本市 54 45 16 35.6% 29 64.4% 22 75.9%

計 948 753 216 28.7% 537 71.3% 394 73.4%

指定権者

経営改善計画書の提出状況

指定事業所数 実態把握済み事業所数

必要なし （生産活動収支≧利用者賃金） 必要あり（生産活動収支＜利用者賃金）
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【③中核市別】就労継続支援Ａ型における経営改善計画書の提出状況（平成31年3月末時点）

（令和元年12月16日現在）

提出済 提出率 提出済 提出率

函館市 6 3 1 33.3% 2 66.7% 2 100.0% 豊中市 6 5 1 20.0% 4 80.0% 2 50.0%

旭川市 7 7 4 57.1% 3 42.9% 3 100.0% 高槻市 2 2 0 － 2 100.0% 2 100.0%

青森市 23 22 4 18.2% 18 81.8% 17 94.4% 枚方市 8 5 0 － 5 100.0% 5 100.0%

八戸市 18 16 3 18.8% 13 81.3% 13 100.0% 八尾市 16 15 1 6.7% 14 93.3% 14 100.0%

盛岡市 18 16 6 37.5% 10 62.5% 10 100.0% 東大阪市 19 14 2 14.3% 12 85.7% 10 83.3%

秋田市 8 8 1 12.5% 7 87.5% 7 100.0% 姫路市 12 12 5 41.7% 7 58.3% 7 100.0%

福島市 5 2 0 － 2 100.0% 2 100.0% 尼崎市 21 14 2 14.3% 12 85.7% 6 50.0%

郡山市 7 7 4 57.1% 3 42.9% 3 100.0% 明石市 9 8 3 37.5% 5 62.5% 1 20.0%

いわき市 6 2 1 50.0% 1 50.0% 1 100.0% 西宮市 18 11 5 45.5% 6 54.5% 6 100.0%

宇都宮市 22 18 6 33.3% 12 66.7% 12 100.0% 奈良市 16 12 6 50.0% 6 50.0% 6 100.0%

前橋市 5 5 2 40.0% 3 60.0% 3 100.0% 和歌山市 21 20 9 45.0% 11 55.0% 11 100.0%

高崎市 9 0 0 － 0 － 0 － 鳥取市 11 4 2 50.0% 2 50.0% 2 100.0%

川越市 11 8 3 37.5% 5 62.5% 4 80.0% 松江市 13 12 7 58.3% 5 41.7% 5 100.0%

川口市 7 6 4 66.7% 2 33.3% 2 100.0% 倉敷市 32 32 10 31.3% 22 68.8% 21 95.5%

越谷市 9 6 0 － 6 100.0% 6 100.0% 呉市 5 5 2 40.0% 3 60.0% 3 100.0%

船橋市 11 10 2 20.0% 8 80.0% 8 100.0% 福山市 17 16 8 50.0% 8 50.0% 8 100.0%

柏市 4 3 2 66.7% 1 33.3% 1 100.0% 下関市 5 5 0 － 5 100.0% 5 100.0%

八王子市 6 5 2 40.0% 3 60.0% 3 100.0% 高松市 14 13 8 61.5% 5 38.5% 5 100.0%

横須賀市 3 2 1 50.0% 1 50.0% 1 100.0% 松山市 42 39 20 51.3% 19 48.7% 19 100.0%

富山市 33 32 7 21.9% 25 78.1% 25 100.0% 高知市 11 11 8 72.7% 3 27.3% 3 100.0%

金沢市 25 23 5 21.7% 18 78.3% 18 100.0% 久留米市 27 22 5 22.7% 17 77.3% 16 94.1%

長野市 8 6 2 33.3% 4 66.7% 4 100.0% 長崎市 12 11 5 45.5% 6 54.5% 6 100.0%

岐阜市 37 33 12 36.4% 21 63.6% 20 95.2% 佐世保市 14 13 5 38.5% 8 61.5% 8 100.0%

豊橋市 12 11 7 63.6% 4 36.4% 3 75.0% 大分市 33 25 16 64.0% 9 36.0% 9 100.0%

岡崎市 6 6 0 － 6 100.0% 6 100.0% 宮崎市 28 26 12 46.2% 14 53.8% 14 100.0%

豊田市 8 5 2 40.0% 3 60.0% 3 100.0% 鹿児島市 29 29 13 44.8% 16 55.2% 9 56.3%

大津市 6 5 1 20.0% 4 80.0% 4 100.0% 那覇市 19 11 6 54.5% 5 45.5% 5 100.0%

計 780 659 243 36.9% 416 63.1% 389 93.5%

指定権者 指定権者
指定事業所

数
実態把握済み

事業所数

経営改善計画書の提出状況経営改善計画書の提出状況

指定事業所
数

実態把握済み
事業所数 必要なし （生産活動収

支≧利用者賃金）
必要あり（生産活動収

支＜利用者賃金）
必要なし （生産活動収

支≧利用者賃金）
必要あり（生産活動収

支＜利用者賃金）



平成29年6月26日第85回社会保障審議会障害者部会

就労継続支援Ａ型の見直しについて

○ 就労継続支援Ａ型については、利用者数、費用額、事業所数が毎年大
きく増加。

○ 一方、生産活動の内容が適切でない事業所や、利用者の意向にかか
わらず、全ての利用者の労働時間を一律に短くする事業所など、不適切
な事例が増えているとの指摘があり、支援内容の適正化と就労の質の
向上が求められている。

１ 現状・課題

２ これまでの対応

時期 対応内容

平成24年10月 ○利用者のうち短時間利用者の占める割合が多い場合の減算（90％、75％）措置の創設（平成24年度報
酬改定）

平成27年 9月 ○指定就労継続支援Ａ型における適正な事業運営に向けた指導について（課長通知）
①暫定支給決定の適正な運用の依頼
②不適切な事業運営の事例を示すとともに、指導ポイントの明示
（不適切な事例）
・収益の上がらない仕事しか提供せず、生産活動による収益だけでは最低賃金を支払うことが困難
・全ての利用者の労働時間を一律に短時間
・一定期間経過後に事業所を退所させている

平成27年10月 ○短時間利用減算の仕組みを利用者割合から平均利用時間に見直すとともに、減算割合（90％～30％）
を強化（平成27年度報酬改定）

平成28年 3月 ○就労移行支援及び就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）における適切なサービス提供の推進について（課長通知）
①暫定支給決定を要しない場合の基準を明確化及び市町村間で差が出ないよう都道府県の関与の依頼
②不適切な事例に対し再度、指導後の改善見込みがない場合の勧告、命令等の措置を講ずることを依頼

62,480 
78,146 

92,034 

102,522 
112,126 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

その他

NPO法人

営利法人

社会福祉法人

総費用額

事業所数及び総費用額の推移
（か所）

(＋25％)

2,668
3,158

（出典）国保連データ

（百万円）

＋1８％

3,596
＋13％

3,767
＋4％

3,826
＋1％

＋17％

＋11％
＋9％

[参考１]
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３ 見直しの概要

○障害福祉計画と整合性のとれた新規指定（施行規則第34条の20の改正）
→障害福祉計画に定めるサービスの必要な量に達している場合等は、新規指定をしないことが可能。

１．法施行規則の改正による対応【平成29年４月施行】

２．指定基準（運営基準）等の改正による対応【平成29年４月施行】

○希望を踏まえた就労機会の提供の徹底（指定基準第191条（就労）に新たに規定）
指定就労継続支援Ａ型は、利用者が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、利用者に対し就労の機会
を提供するとともに、その就労の知識及び能力の向上のために必要な訓練や支援を適切かつ効果的に行う障害福祉サー
ビスであることから、利用者の希望や能力を踏まえた個別支援計画の作成を徹底。

○賃金の支払い
指定基準第192条（賃金及び工賃）に新たに、以下を規定し、就労の質の向上を推進。
生産活動に係る事業収入から必要経費を控除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金総額以上。
賃金の支払は、原則、自立支援給付から支払うことは禁止。

→これら指定基準を満たさない場合には、経営改善計画書を提出し経営改善に取り組む。

３．課長通知による対応【平成29年４月～】

○情報公表の先行実施（※平成30年４月からは情報公表制度により財務諸表等を都道府県に報告し、都道府県がその内容を公表することが義務化）
就労継続支援Ａ型事業所は先行して、障害者やその家族等が適切な事業所を選択できるように、「財務諸表」、「主な生産
活動の内容」、「平均月額賃金」を自治体のホームページで公表、又は事業所のホームページでの公表を促すことを各都道
府県等に依頼。

○運営規程の記載事項の追加
就労継続支援Ａ型事業者における運営規程には、新たに「主な生産活動の内容」、 「賃金」 、「労働時間」を規定。
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就労継続支援Ａ型事業所の適正な運営に向けた取組の流れ(１)就労継続支援Ａ型事業所の適正な運営に向けた取組の流れ(１)

都道府県等への申請

・人員基準を満たさないとき
・設備、運営基準を満たさないとき
・取消しから５年を経過していないとき 等

指定基準第192条第2項を満たす事
業計画となっておらず、指定基準
を満たすことが困難

（就労継続支援Ａ型事業を行う者）

指定の拒否
（法36条第3項）

指定
（法36条第1項）

半年後を目途に実地指導
・指定基準に従った適切な
事業運営を行っていない時

勧告・命令等
（法49条第1･2項、4項）
（法50条第1項）

・指定基準に従った適切
な事業を行っている場合

適宜、実地指導等で
運営状況を確認

・都道府県等が収益改善が見
込めると認める場合
（以後、既存事業所と同様の取扱い）

経営改善計画の
作成指示

生産活動収支が最低賃金を支払うこと
ができる事業計画になっていること

[参考２]
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事業所の実態を確認

経営改善計画の作成指示
（指定基準第192条第2項に違反している場合）

勧告・命令等
（法49条第1･2項、4項）
（法50条第1項）

経営改善計画の
再作成（2年目）

・指定基準に従った適切な事業運営を行っていない時 ・指定基準に従った適切な事業を行っている場合

適宜、実地指導等で運営状況を確認

・指定基準を満たさず、経営改善
の見込みがない

１年後に実態調査

・指定基準違反

更なる経営改善計画の
作成（3年目以降）

指定基準に従った適切な事業を行っている場合

指定基準に従った適切な事業を行っている場合

・生産活動に係る事業の収入額が増加している又は生産活動に係る事業
に必要な経費が減少しており、今後、収益改善の見込みがあると都道府
県等が認める場合、更に１年間の計画作成を認める。
（H30.3.2通知にて要件緩和）
・生産活動に係る事業の収入額が利用者に支払う賃金総額以上

・提出済みの経営改善計画に基づく改善の取組を具体的に実施しており、
今後経営改善の見込みがあると都道府県等が認めた場合

・生産活動に係る事業の収入額が増加又は生産活動に係る事業に
必要な経費が減少しており、収益改善が認められる
・利用者の平均労働時間が長くなっている
・利用者に支払う賃金総額が増えている

全ての事業所に１年間の猶予期間

１年後に実態調査

生産活動収支が利用者に支払う賃金以上

就労継続支援Ａ型事業所の適正な運営に向けた取組の流れ(２)就労継続支援Ａ型事業所の適正な運営に向けた取組の流れ(２)
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５ 障害者の就労支援の推進等について

（１）就労系障害福祉サービスの適正かつ効果的な運営について

② 就労継続支援Ａ型について

（ア）就労継続支援Ａ型の新規指定時の取扱いについて

就労継続支援Ａ型の事業所数については、近年の大きな伸びと比して、直近の伸びは鈍化しているものの、数次にわたる事業運営の適正化等

の中にあって、依然として増加している状況にある。

このため、新規指定時には、改めて、就労の機会の提供にあたって収益の上がる仕事の提供が想定されているか、自立支援給付費等を充てな

くとも生産活動収入から最低賃金が支払える事業計画となっているかを必ず確認した上で、指定の可否を判断すること。

なお、当然のことながら、事業計画に沿った事業運営が可能なのかどうかについては、書類上の審査だけでなく、事業計画上に記載されてい

る収入を確保するために、どのような販路があり、どのように売り上げを確保するのか、競合他社と比べてどのようなことが優位な点となるの

かなども含めて挙証資料の提出と併せてヒアリングを通じてしっかりと確認すること。

また、障害保健福祉担当部局のみで指定の可否を判断できない場合には、必要に応じて産業施策担当部局等経営判断に知見有する部局の協力

を仰ぐなど、組織内での横断的な連携体制の構築を図ること。

加えて、都道府県等だけでは指定の可否を判断できない場合には、自立支援協議会その他都道府県等が必要と認めた者の意見を聴取の上、判

断すること。

（略）

（イ）就労継続支援Ａ型の経営改善等について

生産活動収支から利用者賃金が支払われていない場合には、経営改善計画書を作成し、提出を求めることとしている。

経営改善計画書については、平成29年３月の通知において、更に１年間の経営改善計画書を作成することを認める場合には、一定の要件を満

たす場合に再計画の提出も認める取扱いとしていたが、平成30年度から就労継続支援Ａ型の報酬体系が改定されることも踏まえ、

・ 生産活動に係る事業の収入額が利用者に支払う賃金総額以上である場合

・ 提出済みの経営改善計画に基づく改善の取り組みについて、具体的に実施しており、今後経営改善の見込みがあると指定権者が認めた場合

には、当面の間、広く再計画の提出を認めることとした。

経営改善計画書を提出させる取扱いは、事業所を廃止させることが目的ではなく、あくまで健全な運営となるよう努力を促すことにあること

に改めて留意し、指定権者としても、工賃向上計画支援等事業も活用しつつ、指導と支援という観点での取り組みをお願いする。

なお、経営改善状況等の把握、判断においては、指定の可否の判断における対応と同様に、必要に応じて産業施策担当部局等経営判断に知見

有する部局から助言を得るなど、組織内での横断的な連携を図ること。

また、各事業所の経営改善の取組を支援する機関のひとつとして、中小企業、小規模事業者から経営上のあらゆる相談に無料でお応えする「

よろず支援拠点」が全国に設置されており、よろず支援拠点の中には、就労継続支援Ａ型・Ｂ型も含めて経営改善事例を作り上げたいと協力的

である拠点もあることから、事業所の方々にも「よろず支援拠点」のような支援機関の活用も検討していただくよう都道府県等から依頼してい

ただきたい。

平成31年3月7日障害保健福祉関係主管課長会議資料（抜粋）

就労系障害福祉サービスの適正かつ効果的な運営について
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全国の就労継続支援Ａ型事業所のうち経営改善計画書の提出が必要な事業所等に対して、次の取組を実施
し、健全な事業運営を支援

就労継続支援Ａ型に対する経営改善支援策について

○ 平成30年度報酬改定による支援
販路の拡大、商品開発等を行う賃金向上のための指導員を配置した場合、報酬を加算（70～15単位／日）

○ 各都道府県における工賃向上計画支援等事業による支援（令和元年度予算：5.6億円）
経営コンサルタントや専門家の派遣等による経営改善支援や技術指導による品質向上支援の実施

○ 国モデル事業の実施（平成30年度・令和元年度実施）
賃金の向上を目指す就労継続支援事業所を個別に支援し、経営改善支援を実施。経営改善の方策を周知・
展開するモデル事業の実施

○ 好事例の収集によるノウハウの共有（平成30年度実施）
生産活動収入のみから利用者賃金を支払えるようになった好事例を収集し、全国に周知

厚生労働省としての取組

○ 「よろず支援拠点」の活用
中小企業等に対し、経営改善に関する専門的な助言を行うワンストップ相談窓口（よろず支援拠点）の活用を周知（全国47都
道府県に設置）

中小企業庁における経営改善に係る相談機関の活用

就労継続支援A型事業所の経営改善事例（平成29年度に経営改善計画を提出したが、
年度中に経営改善（生産活動収支≧賃金総額）を達成した20事業所）を取材、好事例集を作成、
都道府県に周知 （平成30年度障害者総合福祉推進事業「就労継続支援A型事業所の経営改善に関する調査研究」）

[参考４]
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Ⅱ．通勤や職場等における支援の在り方について
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通勤や職場等における支援の在り方について

〇 このため、現在、省内に設置した「障害者雇用・福祉連携強化プロジェクトチーム」において、障害者の就労支援に
関する、雇用と福祉の一体的展開の推進に係る諸課題の一つとして、「通勤や職場等における支援の在り方」につい
ても総合的に対応策を検討中。

〇 通勤や職場等における支援とは、具体的にどのような目的で、どのようなことを行うものであるかなど、その中
身、性格等を整理した上で、その提供の責任の所在と負担がどうあるべきか考え方を整理する必要があるのではな
いか。

主な論点

○ 障害者の就労支援については、従前より、福祉施策と労働施策との連携を進めながら対応してきたものの、特に
通勤や職場等における支援については、現時点において十分な対応が出来ていない※1との指摘が多い状況※2､3。

※1 障害福祉サービス（訪問系サービス）は、通勤、営業活動等の経済活動に対する支援は対象外。また、障害者雇用促進法に基づく納付金
関係業務として、雇用管理のために必要な職場介助者や通勤を容易にするための通勤援助者の委嘱等を行う事業主に対して助成金を支給して
いるが、支給期間を設定。なお、障害者雇用促進法において、事業主は、過重な負担にならない範囲で、その能力の有効な発揮に支障となっ
ている事情を改善するために必要な措置を講ずることとされているところ。

※2 先の通常国会での障害者雇用促進法改正案に対する衆議院・参議院厚生労働委員会の附帯決議においても、「通勤に係る障害者への継続
的な支援や、職場等における支援の在り方等の検討を開始する」旨が盛り込まれたところ。

現状

〇 今後の障害者の就労支援全体の目指すべき姿を展望しながら、通勤や職場等における支援について、対応策を検討
する必要があるのではないか。

〇 通勤や職場等における支援が必要な方はどの程度いるのか等実態把握をした上で、その実態を踏まえ、実際の支援の
提供に当たって、どの範囲までその支援の対象とするかなど、内容を整理する必要があるのではないか。

〇 「制度の谷間で働く機会を得られない、又は必要な支援等がないために継続して働くことができない等の障害者の置
かれた現状(上記附帯決議より)」を打開し、障害者が希望や能力に応じて生き生きと活躍できる社会に近づけていくため、
通勤や職場等における支援について早期に検討を進め、段階的に対応策を講じる必要があるのではないか。

※3 令和元年７月30日参議院議院運営委員会理事会決定(｢木村英子議員及び舩後靖彦議員の重度訪問介護サービスに係る御要請について｣)に
おいて、「(通勤や職場等における支援の在り方等について)政府において早期に検討を進め、結論を得るように求める。」とされたところ。

〇 また、近年、ＩＣＴの発達、働き方の多様化などを背景に、重度の障害がある方も働ける社会が実現しつつある中
で、障害者がより働きやすい社会を目指すためには、働く際に必要となる介助などの支援の在り方は重大な課題。

13

第96回社会保障審議会障害者部会
（令和元年11月25日開催）資料抜粋



現時点の主な検討内容

〇 通勤や職場等における支援とは、具体的にどのような目的で、どのようなことを行うものであるかなど、その中身､性
格等を整理した上で、その提供の責任の所在と負担がどうあるべきか考え方を整理する必要があるのではないか。

〇 今後の障害者の就労支援全体の目指すべき姿を展望しながら、通勤や職場等における支援について、対応策を検討する
必要があるのではないか。

〇 通勤や職場等における支援が必要な方はどの程度いるのか等実態把握をした上で、その実態を踏まえ、実際の支援の提
供に当たって、どの範囲までその支援の対象とするかなど、内容を整理する必要があるのではないか。

〇 「制度の谷間で働く機会を得られない、又は必要な支援等がないために継続して働くことができない等の障害者の置か
れた現状(上記附帯決議より)」を打開し、障害者が希望や能力に応じて生き生きと活躍できる社会に近づけていくた
め、通勤や職場等における支援について早期に検討を進め、段階的に対応策を講じる必要があるのではないか。

→ 今後も障害者が「働くこと」を一層強力に支援していく必要があり、そのためにも引き続き雇用と福祉の一体的展開
を推進し、切れ目のない就労支援を確立していくことが重要である。

→ 通勤や職場等における支援についても、雇用と福祉の一体的展開のもと、切れ目のない就労支援策として提供される
ことを目指し、検討を深めていくのではないか。

→ 通勤や職場等における支援については、個々の障害者の障害特性や就業場所等に応じて、呼吸器等の調整や体位変
換、トイレ利用・昼食時の介助などの支援、書類の読み上げ・ページめくり・整理等の業務補助、就労支援機器（PC入
力関連機器等）の整備・操作・入力など、様々なものが考えられるのではないか。

→ 提供の責任等を整理するに当たっては、雇用か自営か、民間か公務かなど、障害者の働き方も踏まえる必要があるの
ではないか。

→ 令和元年７月30日参議院議院運営委員会理事会決定や、現に「制度の谷間」に置かれた状況にあるとの障害当事者の
声等を踏まえ、引き続きスピード感を持って検討を重ねていく必要があるのではないか。

→ 現在、常時介護を必要とする「重度訪問介護を利用している方」について、
・ 就労している方がどの程度いるのか
・（今は就労していなくても）就労を希望している方がどの程度いるのか
等の実態把握を目的に、全国調査を実施しており、当該調査結果※4を踏まえつつ、内容を整理していくのではないか。

※4 当該調査において、「就労している方がどの程度いるのか（就労率）」、「(今は就労していなくても)就労を希望している方がどの程度いるのか
(就労希望率)」の速報値を集計 [参考１] 。

これまでの検討[参考２]等も踏まえ、重度の障害がある方の通勤や職場等における支援において雇用施策と福祉施策が連携
して｢制度の谷間｣に対応していくため､意欲的な企業や自治体について､次の取組を令和２年度に実施してはどうか。
・ 障害者雇用納付金制度に基づく助成金の拡充を図るとともに、
・ 自治体が必要と認める場合には、地域生活支援事業の新事業により各自治体が支援を行う
※ 新たな取組の利活用状況等を踏まえ、必要に応じて改善について検討

注：前回（第96回社会保障審議会障害者部会）資料に赤字追記
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「重度障害者の在宅就業に関する調査研究」について【概要】

「平成30年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成30年12月25日閣議決定）において、常時介護を必要とす
る障害者の在宅での就業支援の在り方について検討し、2021年度の障害福祉サービス等報酬改定に向けて結論を得る
とされたことを踏まえ、在宅就業中の重度障害者の支援の在り方を検討するためその実態を把握する。

調査目的

調査研究概要

○平成31年度障害者総合福祉推進事業 指定課題
○補助基準額：500万円
○実施団体：一般社団法人 コ・イノベーション研究所
○事業内容：重度訪問介護事業所及び利用者に対するアンケート調査等

アンケート調査内容

○調査対象：全国の重度訪問介護事業所を対象とした全数調査
○調査方法：郵送調査
○調査内容

・重度訪問介護利用者数
・利用者の障害支援区分、障害の状況
・利用者の就労の有無、就労形態（企業等で雇用・自営や請負、通勤・在宅の別）
・就労希望、就労の際に必要な支援 等

○調査票回収状況（令和元年11月）

今後のスケジュール（予定）

・１０～１１月 アンケート調査（速報値集計）
・１２月～ ヒアリング調査
・３月 調査報告

アンケート調査結果（速報値）（精査中）

○就労率 6.0％ ○就労希望率 5.4％

調査客体数 回収数 回収率 速報値集計数

7,320事業所 2,898事業所 39.6％ 2,636事業所

[参考１]
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障害者雇用・福祉連携強化ＰTについて

主査：厚生労働審議官

副主査：職業安定局高齢・障害者雇用開発審議官、社会・援護局障害保健福祉部長

構 成

主な検討事項（現段階のイメージ）

・ 障害者の就労支援全体の在るべき（目指すべき）姿
・ 地域の就労支援機関の連携の強化
・ 通勤支援の在り方
・ 職場等における支援の在り方
・ 障害者雇用率制度の対象障害者の範囲
・ 障害者雇用率制度における就労継続支援Ａ型事業所の雇用者の評価
・ 就労継続支援Ａ型事業所に対する障害者雇用調整金の取扱い
・ 自宅や就労施設等での障害者の就業機会の確保の在り方 等

（参考）開催状況

第１回 令和元年７月２５日 議事：（１）今後の検討の進め方について （２）その他

第３回 令和元年10月２日 議事：関係者ヒアリング① （社会福祉法人りべるたす 理事長 伊藤佳世子氏（重度障害者の就労支援について））

第４回 令和元年10月７日 議事：関係者ヒアリング② （(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構副統括研究員 春名由一郎氏 （海外事例について）)

第５回 令和元年10月18日 議事：（１）分身ロボットカフェの視察について （２）その他

第６回 令和元年11月12日 議事：関係者ヒアリング③（公益社団法人全国脊髄損傷者連合会（代表理事 大濱 眞氏）、一般社団法人日本
ＡＬＳ協会（会長嶋守 恵之氏）（通勤支援や職場等における支援等の在り方について））

[参考２]
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第２回 令和元年８月７日 議事：（１）障害者雇用と福祉の連携強化に向けた検討体制の充実（案）について （２）その他

第７回 令和元年12月９日 議事：関係者ヒアリング④（社会福祉法人日本視覚障害者団体連合（会長 竹下義樹氏）（同上））

第８回 令和元年12月９日 議事：関係者ヒアリング⑤（社会福祉法人日本身体障害者団体連合会（会長 阿部一彦氏）（同上））

第９回 令和元年12月13日 議事：関係者ヒアリング⑥（一般社団法人日本経済団体連合会（労働政策本部長 正木義久氏）、日本労働組合
総連合会（総合労働局長 仁平章氏）（同上））

※ ＰＴでの検討状況については、適宜、社会保障審議会障害者部会及び労働政策審議会障害者雇用分科会に報告、議論



Ⅲ．改正障害者雇用促進法等について
（労働政策審議会障害者雇用分科会での議論状況）
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障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第36号）の概要

障害者の雇用を一層促進するため、事業主に対する短時間労働以外の労働が困難な状況にある障害者の雇入れ及び継続雇用の支援、

国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置を講ずる。

改正の趣旨

１．障害者の活躍の場の拡大に関する措置

⑴ 国及び地方公共団体に対する措置

① 国及び地方公共団体の責務として、自ら率先して障害者を雇用するように努めなければならないこととする。

② 厚生労働大臣は、障害者雇用対策基本方針に基づき、障害者活躍推進計画作成指針を定めるものとし、国及び地方公共団体は、同指針に即し

て、障害者活躍推進計画を作成し、公表しなければならないこととする。

③ 国及び地方公共団体は、障害者雇用推進者（障害者雇用の促進等の業務を担当する者）及び障害者職業生活相談員（各障害者の職業生活に

関する相談及び指導を行う者）を選任しなければならないこととする。

④ 国及び地方公共団体は、厚生労働大臣に通報した障害者の任免状況を公表しなければならないこととする。

⑤ 国及び地方公共団体は、障害者である職員を免職する場合には、公共職業安定所長に届け出なければならないこととする。

⑵ 民間の事業主に対する措置

① 短時間であれば就労可能な障害者等の雇用機会を確保するため、短時間労働者のうち週所定労働時間が一定の範囲内にある者（特定短時間

労働者）を雇用する事業主に対して、障害者雇用納付金制度に基づく特例給付金を支給する仕組みを創設する。

② 障害者の雇用の促進等に関する取組に関し、その実施状況が優良なものであること等の基準に適合する中小事業主（常用労働者300人以下）

を認定することとする。

２．国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置

⑴ 厚生労働大臣又は公共職業安定所長による国及び地方公共団体に対する報告徴収の規定を設ける。

⑵ 国及び地方公共団体並びに民間の事業主は、障害者雇用率の算定対象となる障害者の確認に関する書類を保存しなければならないこととする。

⑶ 障害者雇用率の算定対象となる障害者であるかどうかの確認方法を明確化するとともに、厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、国及び地

方公共団体に対して、確認の適正な実施に関し、勧告をすることができることとする。

改正の概要

施行期日

令和２年４月１日（ただし、１．⑴①及び２．⑴については公布の日（令和元年６月14日）、１．⑴③④⑤並びに２．⑵及び⑶については公布

の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日（令和元年９月６日））

①

②
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① 国及び地方公共団体における障害者活躍推進計画について

○ 法定雇用率を達成していない国及び地方公共団体の機関においては、法定雇用率の速やかな達成に向けた取組を進めることが求
められている一方で、障害者が活躍しやすい職場づくりや人事管理を進める等、雇用の質を確保するための取組を確実に推進すること
が必要である。

○ このため、国及び地方公共団体の機関において、障害者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画
（障害者活躍推進計画）を作成・公表することとする。

○ また、国及び地方公共団体の機関が適切に計画を作成・実施することができるよう、厚生労働大臣は、障害者雇用対策基本方針
に基づき、障害者活躍推進計画の作成に関する指針を示すこととする。

● 国及び地方公共団体の機関は、障害者活躍推進計画作成指針に即して、障害者活躍推進計画を作成・公表。

● 国及び地方公共団体の機関は、毎年少なくとも１回、障害者活躍推進計画に基づく取組の実施状況を公表。
● 厚生労働大臣は、国又は地方公共団体の求めに応じ、障害者活躍推進計画の作成に関し必要な助言を行うことができる。

障害者活躍推進計画の概要

１．基本的な事項
（１）計画期間：概ね２～５年間
（２）目標：採用に関する目標、定着に関する目標、満足度、ワーク・エンゲージメントに関する目標
（３）取組の内容及びその実施時期：（以下の事項）

２．具体的な事項
（１）障害者の活躍を推進する体制整備

①組織面、②人材面
（２）障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出
（３）障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理

①職務環境、②募集・採用、③働き方、④キャリア形成、⑤その他の人事管理
（４）その他

優先調達推進法に基づく障害者就労施設等への発注等

＜障害者活躍推進計画のイメージ＞
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＜認定のメリット＞
○ 自社の商品、広告等への認定マークの使用 ○ 求人票へのマークの表示 ○ 認定マークの使用によるダイバーシティ・働き方改革等の広報効果
○ 障害のない者も含む採用・人材確保の円滑化 ○ 好事例の相互参照・横展開 ○ 地方公共団体の公共調達等における加点の促進 等

② 障害者雇用に関する優良な中小事業主の認定制度について
○ 中小事業主については、法定雇用義務が課されているにもかかわらず依然として障害者を全く雇用していない企業（障害者雇用ゼ
ロ企業）が多い等、障害者雇用の取組が停滞している状況にある。

○ このため、従来の制度的枠組みに加え、個々の中小事業主における障害者雇用の進展に対する社会的な関心を喚起し、障害者
雇用に対する経営者の理解を促進するとともに、先進的な取組を進めている事業主が社会的なメリットを受けることができるよう、障害
者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度を創設する。

大項目 中項目 小項目

取組
（アウトプット）

体制づくり ①組織面、②人材面
仕事づくり ③事業創出、④職務選定・創出、⑤障害者就労施設等への発注※

（障害特性に配慮した）環境づくり ⑥職務環境、⑦募集・採用、⑧働き方、⑨キャリア形成、⑩その他の雇用管理

成果
（アウトカム）

数的側面 ⑪雇用状況、⑫定着状況
質的側面 ⑬満足度、ワーク・エンゲージメント、⑭キャリア形成

情報開示
（ディスクロージャー）

取組（アウトプット） ⑮体制・仕事・環境づくり
成果（アウトカム） ⑯数的側面、⑰質的側面

＜認定基準の項目＞

注）①～⑰の評価項目のうちの２項目までについて、連携先の就労支援機関等が、認定基準に該当する旨
（①～⑩又は⑮～⑰については「優良」（１点）、⑪～⑭については「良」（２点））を定性的又は定量的に証することを可能とする。

○ 雇用不足数が０であって、障害者を１人以上雇用し、障害者雇用促進法及び同法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がない企業のう
ち、以下の評価基準に基づき加点方式で採点し、一定以上の得点のある企業について認定を行う。

特に優良 １要素以上該当
①障害者就労施設への発注 ⇒ 過去５年間のうち３年以上、一定額以上を発注
②在宅就業障害者等への発注 ⇒ 過去５年間のうち３年以上、一定額以上を発注

優良 １要素以上該当
①障害者就労施設への発注 ⇒ 過去３年間のうち１年以上、一定額以上を発注
②在宅就業障害者等への発注 ⇒ 過去３年間のうち１年以上、一定額以上を発注

※「⑤障害者就労施
設等への発注」の評
価基準・方法（抜粋）
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就労パスポートについて

就労パスポート就労パスポート

働く上での

・自分の特徴

・アピールポイント

・希望する配慮 など

各支援機関による就労パスポート作成支援、就職・定着支援

障害のある方

事業主、職場の
上司・同僚など

体調把握、作業指示、コミュニケーショ
ン、合理的配慮の検討などの
参考にしてもらう

雇用管理上の配慮の実施状況確認、
ステップアップに際して必要な配慮、
支援内容の検討などの参考にしてもらう

※ 就労パスポートの作成・活用・管理、共有の範囲などは、障害のある方ご本人の意向によります。

職場定着！

職場定着に向けた連携

さまざまな
体験

さまざまな
体験

ふり返りふり返り

自己理解を
深める

事業主などに分かり
やすく伝える

就職後就職後

職場実習前、採用面接時、就職時職場実習前、採用面接時、就職時

障害のある方
一人ひとりの
特徴に即した
職場環境整備

障害のある方が、働く上での自分の特徴やアピールポイント、希望する配慮などを
就労支援機関と一緒に整理し、就職や職場定着に向け、職場や支援機関と必要な支援
について話し合う際に活用できる情報共有ツール
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